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中小企業のイノベーション創出における課題と対応策 
－組織慣性、ペンローズ制約、技術と市場の不確実性の視点から－ 

 

 
○名取 隆（立命館大学） 

 

 

 
１．はじめに 

今回の発表では、中小企業のイノベーション創出における課題と対応策の検討を行う。研究対象とし

て、精密金属プレス・板金加工を事業内容とする滋賀県の中小製造業企業の髙橋金属株式会社（以下、

「Ｔ社」と略称）による電解イオン水洗浄機の開発事例を取り上げる。中小企業がイノベーションに取

り組む際に数多くの課題がある。その課題に対応するための方法論も存在する。本研究では、中小企業

がイノベーションを創出する際に、どのような課題があって、どう対応したのかについて、電解イオン

水洗浄機の事業化に成功したＴ社の事例に基づいて分析し検討する。 
 

２．先行研究と研究内容及び研究方法 
中小企業がイノベーションを創出する際に解決が必要とみられる次のような課題がある。まず、組織

文化における組織慣性とコア・リジディティ（注１）である。特に下請型企業の場合は、自社製品開発

に必要な設計、商品開発などの能力が不足することが多い。そうした状況で自社製品開発に新たに挑戦

しようという組織文化は生まれにくく、現状維持の慣性が働く。そして、下請型としてのコア・リジデ

ィティに縛られ、イノベーションに対応困難となる。対応策は経営者がリーダーとなって組織文化の変

革行動を起こすことである。さらにイノベーション創出のためには、故意に限界に挑戦するオーバーエ

クステンション（注２）が対応策となるものとみられる。 
また、資源ベース理論（RBV：Resource Based View)におけるペンローズ制約（注３）が中小企業の

イノベーション創出に際してネックとなることが多い。すなわち、技術、人材等の経営資源の蓄積と経

営管理能力の不足が課題となる。しかし、本研究ではその対応策として、特に商品開発に関する経営管

理能力を持つ人材育成に注目する。 
さらにイノベーション創出における課題として、技術と市場の不確実性がある。技術の不確実性とは、

新製品開発に伴う新技術開発が可能かどうかという不確実性である。市場の不確実性とは新製品が市場

に受け入れられるのかどうかという点である。これらへの対応策としては、経路依存的に蓄積した技術

を活用して、即興的ケイパビリティ（注４）を用いて状況に即した軌道修正をしながら、目の前にある

技術をうまく活用するブリコラージュ（注５）の能力を発揮することが対応策になるとみられる。 
 本研究においては、上述の視点によって中小企業のイノベーション創出における課題と対応策の説明

を試みる。分析対象は、中小製造業企業Ｔ社による電解イオン水洗浄機の開発事例である。研究方法と

してＴ社へのインタビューを複数回行い、発見事実を整理した上で、各視点で説明が可能か検証する。 
 
（注１）村田（2006）は、新規事業の成否は組織文化と関係のあることを指摘している。コア・リジディティとはレオ

ナード－バートンが指摘した概念で、競争優位をもたらしたはずのコア・ケイパビリティが、逆に解体の難しい組織の慣

性をもってしまうことをいう（與那原（2010））。高橋（2007,2014）は企業の現状維持的傾向（慣性）がイノベーション

創出を阻害している点を指摘している。吉村（2004）も組織文化に内在する組織慣性が変革阻害要因となることを示し

ている。また、ダフト（2002）や岸川（2004）は、イノベーションのための組織変革のあり方を述べている。 
（注２）オーバーエクステンションとは伊丹（1984）が唱えた概念で、組織が成長するには資源の点で現状の実力をオ

ーバーしていても、あえて背伸びして足りない資源を新たに獲得する行動が必要であることをいう。 
（注３）合力（2005）が解説するように、ペンローズは企業の経営資源を「利用可能な用役の束」とみている（Penrose 
(2010)）。中小企業は一般に、資金、技術、人材、流通網など経営資源の蓄積と経営管理能力が十分でない場合が多い。

このように経営資源の蓄積に応じた経営管理能力が十分でないことをペンローズ制約という（髙橋,2014）。 
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（注４）吉田（2006）は即興的ケイパビリティを、「物的、認知的、感情的、社会的資源の有用性を最大限に利用して、

行為を展開しながらその行為の計画を練る」ことのできる能力と定義している。即興性とイノベーションの関係について

は欧米で豊富な研究蓄積があるが本稿では字数の関係で説明は省略する。 
（注５）ブリコラージュとはレヴィ=ストロース（1976）が唱えた概念で直訳は「器用仕事」である。水越（2007）は「そ

の場にある物や道具を用いつつ、問題解決を図ろうとする論理」と説明する。 
 
３．事例概要 
（１）Ｔ社概要 
髙橋金属株式会社（本社：滋賀県長浜市、資本金 9832 万円、従業員 240 名）は昭和 15 年に板金業

として創業した金属プレス製品製造を主体とするメーカーである。金属塑性加工技術力を基盤に大手メ

ーカー向けの各種精密機械部品からユニット組立品、組立完成品へと業容を拡大してきた。大手企業に

売上の相当な比率を依存する下請型の中小製造業企業ではあるが、近年は市場創造型企業への転換を目

指して、独自の電解イオン水洗浄機の事業化に成功し国内に加え中国においても製造販売を行っている。 
当社の強みは、精密金型の設計・製作、精密プレス加工、精密板金加工、パイピング加工の先端技術

を持つ点である。そして、組立てまでの一貫生産も可能としており、多業種に対応することができる。 
現在、経済産業省の委託開発研究事業に力を入れており、今後は金属塑性加工技術を一層高度化させ

て、自動車・農業機械分野等への市場開拓を進めている。 
 
（２）Ｔ社のイノベーション創出事例の概要（注６） 
 Ｔ社の創出したイノベーションは電解イオン水洗浄機である。これは水を電気分解して発生したアル

カリ性イオン水を用いて、工場等の工程において部品等の洗浄を行う装置である。化学溶剤を一切使わ

ないため環境によい洗浄機としてヒットし、国内だけでなく、中国でも製造販売している。電解イオン

水洗浄機の開発経緯は以下の通りである。 

1980 年代後半にＴ社の髙橋政之社長（当時。現在の会長。以下「社長」と記載。）は、同社が下請型

の企業体質であったことに危機感を抱いていた。そこで、下請型から市場創造型企業への体質転換を図

るため、独自商品、独自技術の構築の必要性を痛感していた。しかし、同社には商品開発の知識、経験

を持つ人材が決定的に不足していた。そうしたところに取引先だった大手電機メーカーＰ社から設計担

当者を当社から出向させてほしいとの提案が来た。社長はその提案に応じて、若手の西村清司氏（以下、

Ｎ氏と略称）を 1988 年から 5年間、Ｐ社に派遣することとした。Ｎ氏はＰ社では開発部門に配属され、

先進的設計技術、開発マネジメント、商品開発の基本思想など、商品開発に必要な知識、ノウハウを習

得することができた。1993 年、出向からＴ社に戻ったＮ氏は営業部内の開発セクションに所属し、Ｔ社

の新製品開発及び技術営業を任されることとなった。Ｎ氏は新製品の企画、設計、試作、デザインレビ

ュー、商品化、品質・コスト管理などを担当しＴ社の独自商品開発のキーパーソンとなった。 

Ｎ氏は開発のヒントを探索するため、立命館大学との産学連携をスタートさせることにした。当初は、

医療向け等の特殊な装置の開発を目指したが、開発は目標を達成できなかった。続いて、産学連携をき

っかけとして、鋳物部品を製造していた自動車部品メーカー向けに、鋳型の砂を高圧水で剥ぎ取る装置

の開発の依頼があり、技術開発の点では成功した。しかし、剥ぎ取った砂の処理に納入先メーカーが対

応できないという予想外の問題が生じたことから、この装置は事業化の観点では成功に至らなかった

（1996 年時点での結果）。 

しかし、こうした一連の新技術及び新製品開発の過程で、Ｔ社は高圧技術及びチャンバーの技術を確

立し、高圧で水を噴射する技術力を獲得した。Ｔ社はこの高圧噴射技術を活用すべく、用途先を探索し

ていたところ、1993 年に病院向けの野菜洗浄機の開発依頼がきた。野菜洗浄機は、水を電気分解して酸

性イオン水を生成させて、野菜の洗浄のため活用するものである。野菜洗浄機の開発には技術的に様々

な問題が生じて苦労したものの、1995 年についに完成し納入にこぎつけた。この時点で水の電解技術を

獲得できた。ところが、野菜洗浄機は食品関連機械であるため厚生省（当時）の認可が必要ということ

が判明し、その認可取得には多額の費用がかかることが分かった。社長はその費用回収をこの事業で行

うことは困難と考え、野菜洗浄機の事業化は断念せざるを得ないこととなった。 

さて、野菜洗浄機は、水を電気分解して酸性イオン水を生成させて野菜洗浄に利用していたもので、

同時に生成するアルカリ性イオン水は廃棄していた。たまたま 1990 年代後半当時は、洗浄に使う溶剤

が塩素系有機溶剤からアルカリ洗剤、中性洗剤に切り替わっていた時代だった。そうした背景もあって、
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Ｎ氏の上司が「アルカリ性イオン水は油を乳化する作用がある。逆にそれが使えるのではないか」と発

想した。早速、市販の食器洗い機を用いて、アルカリ性イオン水、水、湯をそれぞれ金属部品に噴射し

比較実験したところ、アルカリ性イオン水は金属部品に付着した油を取り除くことができるとともに、

防錆効果もあることが分かった。そこでアルカリ性イオン水を用いた電解イオン水洗浄機開発のゴーサ

インを社長から得ることができた。このアルカリ性イオン水の洗浄効果については、後に大手鉄鋼メー

カーに解析してもらい、検証も行った。 

Ｎ氏の上司の機転のきいたこのアイデアと即座の実験が、Ｔ社のアルカリ電解イオン水洗浄機開発の

契機となった。早速、1998 年に始まった滋賀環境ビジネスメッセ（現在、びわ湖国際環境ビジネスメッ

セ）に電解イオン水洗浄機を出展した。さすがに、当初は水だけで洗浄効果があることを信用してもら

えなかったため、その後、自社に顧客を招いて電解イオン水洗浄機の洗浄力を実際に目で確認してもら

うマーケティングの工夫を行った。そうした努力を重ね、徐々に市場に受け入れられるようになった。

ちょうど当時から環境意識が高まりつつあり、大手企業においてグリーン調達が始まっていた。Ｔ社の

洗浄機は後発ではあったが、化学溶剤を使用せずに、水だけを用いる点で時代の流れにフィットし、あ

る大手メーカーに採用されたことが弾みとなって事業は軌道に乗った。国内だけでなく、その後、中国

においても製造、販売を行い、電解イオン水洗浄機は市場に普及しつつある。 

 

（注６）上述のＴ社のイノベーション創出事例の概要は以下の情報をもとにまとめた。 

・Ｔ社のＮ氏への２回のインタビュー（2015 年 7 月 3日の約 2時間及び 2015 年 8 月 18 日の約 2時間） 

・日経ＢＰ社（2009）、「サムソンも認めた洗浄力」、日経ビジネス 2009 年 12 月 21 日・28 日号 

・中小企業基盤整備機構（2014）、「中小製造業における研究開発活動と高付加価値化への取り組みに関する調査研究」 

・1998 年 10 月 21 日付日本経済新聞朝刊記事、1998 年 12 月 8 日付日経産業新聞記事 

 

４．事例分析 

 

表１ 中小企業のイノベーション創出における課題と対応策 
課題 対応策 発見事実 検証（○：説明可能）

組織文化における 組織文化の変革行動 経営者が自立創造型企業への転換を企図してリーダーシップを発揮して ○

組織慣性 自社製品の開発を計画、実行したこと

（ｺｱ・ﾘｼﾞﾃﾞｨﾃｨ) オーバーエクステンション 開発担当を置いて、失敗を恐れずに新製品開発への挑戦を継続したこと ○

ペンローズ制約 長期の人材育成 Ｔ社内に商品開発の経営管理能力を持つ専門家が不足していたため、そう ○

した能力を持つ人材育成を企図して大手メーカーに社員を派遣したこと

技術の経路依存性 板金技術⇒高圧水噴射技術⇒電解技術⇒酸性及びｱﾙｶﾘｲｵﾝ水生成技術の順で ○

技術と市場の不確実性 技術が蓄積され、最終的に電解アルカリイオン水洗浄機に結実したこと

即興的ケイパビリティ 従来、廃棄していた電解アルカリイオン水の活用を思いつき、新たな ○

ブリコラージュ 洗浄機の開発に機敏に結びつけたこと  
 

表１は、Ｔ社のイノベーション創出における課題と対応策を整理したものである。まず、組織慣性と

コア・リジディティという課題への対策についてである。事例ではＴ社の経営者がリーダーとなって組

織文化の変革行動を起こしたことが明確である。すなわち、経営者はＴ社を下請型から市場創造型企業

への体質転換を企図した。とはいえ、ペンローズ制約そのものといえる商品開発に関する経営管理能力

を持つ人材の不足という大きな課題があった。そこで、人材育成が急務と考え、社員のＮ氏をＰ社に派

遣して修行させることにした。その後Ｔ社は、Ｎ氏を中核として独自の新技術、新製品の開発に次々に

挑戦するものの、事業化の成功にはなかなか至らなかった。しかし、こうした一連の挑戦はまさにオー

バーエクステンションといえる背伸び的な行動であり、そうした蓄積が最終的に電解イオン水洗浄機の

事業化成功を、ある意味で「準備」したといえる。 
さらに、技術と市場の不確実性という課題については、自社において経路依存的に蓄積した技術を活

用して、即興的ケイパビリティとブリコラージュの能力を発揮することで対応した。具体的には、技術

の経路依存については、Ｔ社は板金技術をベースとして、産学連携を活用してまず高圧水噴射技術を獲

得した。次に、高圧水噴射技術をベースとして、電解技術を獲得した。初めは電解イオン水生成で得ら

れた酸性水の活用を模索したが、規制の存在で事業化は断念せざるを得なかった。しかし、そこであき

らめず、状況変化に即したアイデアと機敏な行動によって、アルカリ性イオン水の活用に転じて、電解

アルカリ性イオン水洗浄機の開発に至る。酸性水の活用では事業化は成功に至らなかったものの、副産
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物としてのアルカリ性イオン水の活用という機転のきいた発想と行為は、まさに即興的ケイパビリティ

とブリコラージュという能力が発揮されたものといえよう（注７）。 
（注７）中小企業基盤整備機構（2014）では、この行為をリーンスタートアップにおける「ピボット（方向転換）」であ

ると分析している。 

 

５．おわりに 

事例分析の結果、中小企業におけるイノベーション創出における課題と対応策が明らかとなった。ま

ず、組織慣性とコア・リジディティという課題があることが分かった。その対応策として経営者がリー

ダーとなって組織文化の変革行動を起こす必要があること、そしてイノベーション創出のためには失敗

をおそれない長期間の開発へのチャレンジというオーバーエクステンションが有効な対応策であるこ

とが分かった。次にペンローズ制約、特に商品開発の経営管理能力を持つ人材の不足が下請型の中小製

造業企業においては大きな課題であり、その対応策として長期間であっても人材育成を図ることが重要

であることが分かった。 
さらに、技術と市場の不確実性という課題への対応策としては、即興的ケイパビリティを発揮して、

手許にある資源（アルカリイオン水生成技術）を有効に活用するブリコラージュの能力の存在が、イノ

ベーション創出においては、大きな重要性を持つことが発見された。今後は、事例分析を増やすととも

に、アンケートによる定量研究などによって、即興的ケイパビリティ及びブリコラージュの能力が、中

小企業におけるイノベーション創出において、どの程度の役割を果たしているのか、研究をさらに深め

ていく必要があろう。 
なお、本研究は Ｔ社のアルカリ電解イオン水洗浄機の事業化という一事例のみの分析に依拠してい

る点で限界があることを付記したい。 
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